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株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス

2022年05月24日 06時21分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



連結注記表
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 株式会社ライドオンエクスプレス

株式会社ライドオンデマンド

ライドオン・エースタート１号投資事業有限責任組合

ライドオン・エースタート２号投資事業有限責任組合

（２）非連結子会社の数及び名称

非連結子会社の数 ３社

非連結子会社の名称 株式会社エースタート

スペース・エースタート１号投資事業有限責任組合

ＡＳエースタート１号投資事業有限責任組合

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等が連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称

非連結子会社の数 １社

非連結子会社の名称 スペース・エースタート１号投資事業有限責任組合

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の数及び名称

非連結子会社の数 ２社

非連結子会社の名称 株式会社エースタート

ＡＳエースタート１号投資事業有限責任組合

（持分法適用の範囲から除いた理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

ａ．商品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。

ただし、解凍機については個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を

採用しております。

ｂ．原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しておりま

す。

（２）重要な減価償却資産の償却方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年

車両運搬具 ３年

工具器具備品 ３～９年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）を採用し

ております。

③ 長期前払費用

定額法を採用しております。
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（３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 投資損失引当金

当連結会計年度末に有する市場価格のない有価証券について、その実質価額が著しく低下して

いる状況には至っていないものの、ある程度低下したときに健全性の観点からその低下に相当す

る額を計上しております。

③ ポイント引当金

ポイントの使用による費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しており

ます。なお、商品販売に起因せず、自社ポイントを付与している場合には従来通りポイント引当

金として計上しておりますが、顧客に付与したポイントのうち、当社グループが商品販売時に顧

客へポイントを付与するものについては、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号

2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の適用に伴い、当連結会計年度より計

上しておりません。

④ 株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しておりま

す。

（４）収益及び費用の計上基準

① 宅配事業に係る収益認識

宅配事業に係る収益は、主に商品の販売であり、顧客からの注文に基づいて商品を引き渡す履

行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に

対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。代金は、商品

引き渡し時点を中心に、概ね２か月以内に受領しております。

② フランチャイズ事業に係る収益認識

フランチャイズ事業に係る収益は、主に加盟企業への食材や備品、販促物等の販売であり、加

盟企業からの発注に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品

を引き渡す一時点において、加盟企業が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、

引渡時点で収益を認識しております。代金は、商品引渡時点を中心に、概ね50日以内に受領して

おります。

また、加盟企業の加盟に際して徴収している加盟金収入については、「銀のさら」「釜寅」とい

ったブランド・知的財産権を使用する権利を提供する履行義務を負っております。当該履行義務

は、加盟企業が店舗を出店した時点において、加盟企業がライセンスを使用する権利を獲得して

充足されると判断し、出店日時点で収益を認識しております。代金は、加盟企業との契約に基づ

き、出店日までに受領しております。

その他、加盟企業からのロイヤルティ収入があり、加盟ブランド事業の運営に資する知的財産

にアクセスする権利を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、一定の期間にわた
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って充足されると判断し、一定の期間にわたり収益を認識しております。代金は、加盟企業との

契約に基づき、毎月月末締め分を概ね２０日以内に受領しております。

③ 顧客へ付与したポイントに係る収益認識

当社グループは、商品販売時に顧客に付与したポイントについては、将来において顧客がポイ

ント利用時に値引きを受けられる権利を提供していることから、当社グループの履行義務として

識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を

行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

（５）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）

当社グループは、勘定残高の評価または金額の測定について、将来事象が発生するまで未確定

な場合に、将来に関する見積り及び仮定の設定を行い、それを連結計算書類に反映しております。

会計上の見積りは、外部環境要因の将来予測と実際の相違や内部要因への取り組みへの結果とし

て、見積りと実績が異なりうる性格を有しております。翌連結会計年度における資産や負債の帳

簿価額に重要な影響を生じさせるようなリスクを伴う見積り及び仮定は、次のとおりであります。

①ポイント引当金及び契約負債

ポイントの使用による費用負担の発生に備えるため、ポイント引当金として49,148千円、契約

負債として306,923千円を負債計上しておりますが、顧客に付与したポイントのうち、期末にお

けるポイントの未使用残高に対して、将来使用されると見込まれる額を見積っております。

この会計上の見積りは、将来におけるポイントの利用率の見込みに基づくことになるが、ポイ

ントの利用状況はポイントプログラムの内容、ポイントの総流通量、各種キャンペーンの内容の

他、様々な要素の影響を受けるものであり、これらの要素を客観的に予測することが困難である

ことから、以下に記載の仮定を設定し、過去２年間におけるポイントの失効実績を適用するもの

と判断して、将来使用されると見込まれる額を算定しております。

ポイントプログラムの内容：当社グループは、会員による当社グループ内での取引の促進を目

的としてデリポイントという名称でポイントプログラムを運営しており、商品の購入等に応じて

会員へポイントを付与しております。会員は、当該ポイントを使って、無償又は割引価格により

商品を購入できることとなっておりますが、会員へ付与されたポイントには有効期限があり、当

該有効期限が到来すると、会員は当該ポイントを使用する権利を失うこととなっております。

ポイントの期中総流通量：当期に付与したポイント数（582百万ポイント）と同一水準

プラットフォームの選択（自社サイト経由の受注比率）：当期実績と同一水準

キャンペーンの展開状況：今後取り組まれる新しいキャンペーンの影響を除外

期末におけるポイントの未使用残高：614百万ポイント

なお、仮に上記の見積りの前提条件に対して、結果としてポイントの利用率の割合が５ポイン

ト乖離すると、翌連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益にそれぞれ

30,738千円程度の影響が見込まれます。
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②市場価格のない有価証券の評価

当社グループは、連結計算書類に投資有価証券1,653,579千円を計上しておりますが、このう

ち、非上場株式等1,149,565千円、投資事業有限責任組合への出資210,411千円については、市場

価格のない金融商品に該当するため、実質価額の算定及び実質価額の低下時における投資有価証

券の回収予想額について会計上の見積りと判断を行っております。

この会計上の見積りは、投資先企業の事業活動・資金調達活動等及び投資先株式等のEXITとい

った要素の影響を受けるものであり、入手可能な投資先企業の直近実績データを用いて仮定を設

定し、実質価額及び回収予想額を算定しております。この会計上の見積り及び判断の結果、当連

結会計年度の連結損益計算書に投資有価証券評価損26,524千円を計上いたしました。

なお、見積りに用いた仮定の不確実性は高く、例えば新型コロナウイルス感染症の感染状況や

その経済環境への影響が変化した場合には、投資先企業の事業活動・資金調達活動・投資先株式

等のEXITに大きな影響があるため、将来の連結計算書類において投資有価証券売却損益の金額、

投資損失引当金繰入額あるいは投資有価証券評価損の金額に影響する可能性があります。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

収益認識会計基準等を当連結会計年度の期首から適用し、顧客との契約から生ずる収益につい

て、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、当社グループ内での取引の促進を目的として運営しているポイントプログラムに関

して、従来、顧客に付与したポイントのうち、期末におけるポイントの未使用残高に対して、将

来使用されると見込まれる額をポイント引当金として計上しておりましたが、顧客に付与したポ

イントのうち当社グループが商品販売時に顧客へポイントを付与するものについては、重要な権

利を顧客に提供していることから履行義務として識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定さ

れた独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行う方法に変更しております。なお、商品販売

に起因せず自社ポイントを付与している場合には従来どおりポイント引当金として計上しており

ます。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

り扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積

的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を

適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞ

れ91千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は529千円増加しております。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱い

に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといた

しました。なお、当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,221,424千円

２．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、一部の店舗の厨房設備、営業用車両及び事務機器の

一部についてはリース契約により使用しています。

（連結損益計算書に関する注記）

１．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

岐阜県１店舗 店舗 建物及び構築物等、工具、器具及び備品 45,003千円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位に基づき、主に直営店舗及び遊休資産を

基本単位としてグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスとなっている、又は、その見込みのある資産グループ及び閉店見込の資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（45,003千円）として、特別損失に計上しま

した。その内訳は、建物及び構築物等36,470千円、工具、器具及び備品8,532千円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しておりますが、売却可能性が見込めな

いため零として評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式(株) 10,837,892 16,155 － 10,854,047

（注）増加数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての新株の発行による増加 16,155株

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式(株) 125,071 615,400 － 740,471

（変動事由の概要）
取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加 615,400株

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年

６月25日

定時株主

総会

普通株式
利益剰
余金

321,384 30.00 2021年３月31日 2021年６月28日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年６月24日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり提案しております。

株式の種類 配当の原資
配当金の

総額（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 303,407 30.00 2022年３月31日 2022年６月27日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に宅配事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に金

融機関借入）を調達しております。また、短期的な運転資金を金融機関借入により調達してお

ります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、差入

保証金及び長期未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。有価証券はその他有価

証券であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、業務又は資本提携等に関連する株式等であり、市場リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最

長で３年以内であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金は、各所管部署において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。有価証券は、合同運用指定金銭信託であり、信用リスクが僅少である短期的

な資金運用を目的として保有しております。差入保証金は、取引先に差入れている取引保証金

と事務所及び店舗の賃貸借契約にともなうものであり、新規取引開始時に取引先の信用状態を

十分に検証しております。

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や為替変動、発行体（取引企業）の財務状況を把握

し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、複数の金融機関から当座貸越枠を取得したうえで、各部署からの報告に基

づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売上高の概ね１

ヶ月相当に維持することにより、流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市

場価格のない株式等は含まれておりません。（（注）１．参照）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（１）投資有価証券

その他有価証券 293,602 千円 293,602 千円 － 千円

（２）差入保証金 663,146 623,961 △39,185

（３）長期未収入金 40,253

貸倒引当金（※２） △20,149

20,103 20,103 －

資産計 976,853 937,668 △39,185

（１）長期借入金（※３） 392,219 391,939 △279

（２）預り保証金 353,249 353,249 －

負債計 745,468 745,188 △279

※１ 現金及び預金、売掛金、未収入金、有価証券、買掛金、未払金、未払法人税等については、現
金及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

※２ 長期未収入金に対して個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※３ 長期借入金には、１年内返済予定分を含めて表示しております。

（注）１．市場価格のない金融商品の連結貸借対照表計上額

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

非上場株式等 1,149,565

投資事業有限責任組合への出資 210,411

これらについては、市場価格のない株式等であるため、時価開示の対象としておりません。

（注）２．金銭債権の決算日後の償還予定額

区分
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

長期未収入金 － 15,940 1,750 22,562

合計 － 15,940 1,750 22,562

差入保証金については、償還予定が確定していないため記載しておりません。

（注）３．長期借入金の決算日後の返済予定額

区分
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

長期借入金 389,259 2,960 － － －

合計 389,259 2,960 － － －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 53,767 － － 53,767

その他 － 239,835 － 239,835

資産計 53,767 239,835 － 293,602

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 623,961 － 623,961

長期未収入金 － 20,103 － 20,103

資産計 － 644,065 － 644,065

長期借入金 － 391,939 － 391,939

預り保証金 － 353,249 － 353,249

負債計 － 745,188 － 745,188

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。また、当社が保有している外貨建投資信託の時価

は、取引先金融機関から提示された取引価格に期末日時点の為替レートを乗じて算出しており、そ

の時価をレベル２の時価に分類しております。
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差入保証金

差入保証金の時価は、国債の利回り等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期未収入金

長期未収入金の時価は、決算日における連結貸借対照表価額から担保及び保証による回収見込

額等に基づく貸倒見積高を控除して算出しており、その時価に対して観察できないインプットによ

る影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せ

した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

預り保証金

預り保証金の時価は、国債の利回り等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、宅配事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分

解した情報は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

当連結会計年度

(2022年3月31日)

直営店の売上高 12,438,647

FC店への売上高 13,264,600

顧客との契約から生じる収益 25,703,247

その他の収益 －

外部顧客への売上高 25,703,247

２．収益を理解するための基礎となる情報

「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関する事

項 （４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高

契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度

(2022年3月31日)

期首残高 174,315

期末残高 306,923

連結貸借対照表上、契約負債は「流動負債」に計上しております。契約負債は主に、当社グル

ープが商品販売時に顧客へポイントを付与するものについて、将来の失効見込み等を考慮して算定

された期末時点において履行義務を充足していない残高であります。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、

97,203千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

2022年３月31日現在、顧客へ付与したポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格の総額

は306,923千円であります。当社グループは、当該残存履行義務について、ポイントが使用される

につれて今後2年の間で収益を認識することを見込んでおり、その内訳は以下の通りであります。

これらのうち、3分の2が1年以内に、残り3分の1が1年超から2年以内に収益として認識されると見

込んでおります。

1年以内に収益を認識すると見込む額： 204,615千円

1年超2年以内に収益を認識すると見込む額： 102,307千円

（資産除去債務に関する注記）

１．当該資産除去債務の概要

事業用賃貸事務所及び事業用店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を建物等の耐用年数等と同様として見積り、割引率は耐用年数等に応じた年数の

国債の利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 165,248 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 15,654 千円

時の経過による調整額 1,627 千円

資産除去債務の履行による減少額 △4,956 千円

期末残高 177,574 千円
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 727円18銭

１株当たり当期純利益 119円30銭

（重要な後発事象に関する注記）

１．自己株式の取得

当社は、2022年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

(１) 自己株式の取得を行う理由

株主の皆様への利益還元を図るとともに、資本効率の向上、経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の取得を行うものであります。

(２) 取得に係る事項の内容

①取得対象株式の種類 当社普通株式

②取得し得る株式の総数 500,000株 （上限）

③株式の取得価額の総額 500百万円（上限）

④取得期間 2022年５月16日～2022年９月30日
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個別注記表
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他の関係会社有価証券

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法を採用しております。

（３）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しておりま

す。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年

車両運搬具 ３年

工具器具備品 ３～９年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）を採用し

ております。

（３）長期前払費用

定額法を採用しております。
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４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しておりま

す。

５．収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。）等を適用しており、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま

れる金額で収益を認識しております。

当社の収益は、子会社からの経営管理手数料、業務委託料となります。経営管理手数料及び業務委

託料においては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実

際に提供された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

代金は、子会社との契約に基づき、毎月月末締め分を概ね１か月以内に受領しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）

１．市場価格のない有価証券の評価

当社は、計算書類に投資有価証券335,112千円、その他の関係会社有価証券1,838,796千円（そのう

ち非連結子会社以外の投資事業有限責任組合に対する出資額は1,818,796千円）、関係会社株式

1,664,027千円を計上しておりますが、これらについて、実質価額の算定及び実質価額の低下時にお

ける投資の回収予想額に関して会計上の見積りと判断を行っております。

この会計上の見積りは、投資先企業の事業活動の影響を受けるものであり、入手可能な投資先企業

の直近実績データを用いて仮定を設定し、実質価額及び回収予想額を算定しております。

なお、見積に用いた仮定の不確実性は高く、例えば新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経

済環境への影響が変化した場合には、投資先企業の事業活動に大きな影響があるため、将来の計算書

類において主として投資事業組合運用損益の金額に影響する可能性があります。

（会計方針の変更に関する注記）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準84項ただし書きに定める経過的な取扱
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いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。

この結果、期首の利益剰余金、当事業年度の営業収益、営業利益、、経常利益及び税引前当期純

利益のいずれにも影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしま

した。なお、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 128,472千円

２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、営業用車両及び事務機器の一部についてはリース契約に

より使用しております。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 13,957,856千円

短期金銭債務 17,394,039千円
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（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引

営業収益 1,700,626千円

営業取引以外の取引による取引高 89,413千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式(株) 125,071 615,400 － 740,471

（変動事由の概要）
取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加 615,400株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 1,615 千円

未払事業税 7,696 千円

投資有価証券評価損 59,359 千円

外国上場株式 21,712 千円

投資有価証券 16,734 千円

資産除去債務 11,018 千円

株式報酬費用 35,848 千円

会社分割による子会社株式調整額 167,469 千円

その他 8,452 千円

繰延税金資産小計 329,907 千円

繰延税金負債との相殺 △49,181 千円

評価性引当額 △84,869 千円

繰延税金資産純額 195,856 千円

(繰延税金負債)

資産除去債務に対応する除去費用 3,009 千円

その他有価証券評価差額金 46,171 千円

繰延税金資産との相殺 49,181 千円

繰延税金負債純額 － 千円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

1年内 28,264

1年超 －

合計 28,264
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

種類
会社等

の名称

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

株式会社ラ

イドオンエ

クスプレス

（所有）
直接
100.0

役員の兼任

財務処理の

代行

債務保証

業 務 委 託

料 の 受 取

等（注２）

1,590,626 ― ―

資 金 の 立

替（注３）
3,689,819 立替金 13,957,856

債 務 被 保
証（注４）

88,020 ― ―

子会社

株式会社ラ

イドオンデ

マンド

（所有）
直接
100.0

役員の兼任

財務処理の

代行

債務保証

業 務 委 託

料 の 受 取

等（注２）

110,000 ― ―

資金の預か

り（注３）
4,292,612

未払金 5,664,072

預り金 11,729,967

債 務 被 保
証（注４）

88,020 ― ―

子会社

ラ イ ド オ

ン・エース

タート１号

投資事業有

限責任組合

（所有）

直接

99.9

出資
投 資 事 業
組 合 運 用
損益

62,940 ― ―

子会社

ラ イ ド オ

ン・エース

タート２号

投資事業有

限責任組合

（所有）

直接

99.8

出資

投 資 事 業
組 合 運 用
損益

△23,211 ― ―

出資 100,000 ― ―

(注）１．上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．業務委託料は、取引内容を基礎として交渉の上決定しております。
３. 子会社のための資金決済代行・回収代行を行っておりますが、代行手数料等は収受してお

りません。
なお、取引金額は、資金の立替と預かりの純額にて記載しております。
主な立替内容は、食材代金、店舗諸経費、店舗設備費用等であります。

４．当社は、同一の銀行借入に対して子会社２社より債務保証を受けております。なお、保証
料の支払は行っておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 361円92銭

１株当たり当期純利益 26円82銭

（重要な後発事象に関する注記）

連結注記表の「（重要な後発事象に関する注記）」の記載内容と同様のため、記載を省略しており

ます。
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